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答   申  

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以

下「法」という。）に基づく保護変更決定処分に係る審査請求につい

て、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、 〇〇 福祉事務所長（以下「処分庁」と

いう。）が 、請求人に対し、令和２年２月１８ 日付けの保護 変更

決定通知書（以下「本件処分通知書」という。）により行った 保

護変更決定処分（以下「本件処分 」という。）について、そ の取

消しを求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請 求 人 は 、 お お む ね 次 の こ と か ら 、 本 件 処 分 が 違 法 又 は 不 当

である旨を主張しているものと解される。  

請 求 人 は 本 件 処 分 当 時 、 高 校 生 で あ る 。 高 校 生 は 通 常 、 速 や

か に 収 入 を 申 告 し て い る 場 合 、 基 礎 控 除 な ど も ろ も ろ の 控 除 を

差 し 引 い た 残 り の 金 額 に 対 し て も 将 来 の 自 立 更 生 の た め の 積 み

立 て と し て 手 元 に 残 す こ と が 厚 生 労 働 省 の 規 則 で 認 め ら れ て い

る は ず で あ る 。 よ っ て 、 最 低 生 活 費 満 額 が 支 給 さ れ る べ き で あ

った。  

高 校 生 の 場 合 は 、 控 除 額 に 加 え 、 残 り の 収 入 に つ い て も 積 み
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立 て が 認 め ら れ る と い う こ と を 知 ら な か っ た 。 説 明 を 受 け て い

なかった。  

課 長 通 知 問 第 ８ － ５ ８ － ２ （ 答 ） （ 後 記 第 ６ ・ １ ・ ⑸ 参 照 ）

の 答 ２ に つ い て は 、 経 費 の 内 容 や 金 額 が 具 体 的 か つ 明 確 に な っ

て い る こ と と い う 記 載 の み で あ り 、 被 保 護 者 か ら 自 発 的 に 処 分

庁に主張せねばならないとまで記載はない。  

 

第４  審理員意見書の結論  

本件審査請求は 理由がないから 、行政不服審査 法４５条２項の

規定を適用して、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和  ４年  ３月１０日  諮問  

令和  ４年  ５月２７日  審議（第６６回第２部会）  

令和  ４年  ６月１７日  審議（第６７回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

審 査 会 は 、 請 求 人 の 主 張 、 審 理 員 意 見 書 等 を 具 体 的 に 検 討 し

た結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  保護の補足性・基準  

法４条１項は、保護は、生活に困窮する者が、その利用し得

る 資 産 、 能 力 そ の 他 あ ら ゆ る も の を 、 そ の 最 低 限 度 の 生 活 の

維 持 の た め に 活 用 す る こ と を 要 件 と し て 行 わ れ る と し て い る 。  

また、法８条１項は、保護は厚生労働大臣の定める基準（保

護 基 準 ） に よ り 測 定 し た 要 保 護 者 の 需 要 を 基 と し 、 そ の う ち 、
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そ の 者 の 金 銭 又 は 物 品 で 満 た す こ と の で き な い 不 足 分 を 補 う

程度において行うものとしている。  

したがって、就労に伴う収入あるいは就労に伴う収入以外の

収 入 が あ る 場 合 に は 、 そ の 収 入 額 は 、 当 該 受 給 者 の 収 入 と し

て 認 定 さ れ る こ と に な り 、 当 該 受 給 者 の 保 護 の 基 準 と さ れ た

金額から控除されることになる。  

⑵  職権による保護の変更  

法２５条２項及び同項が準用する２４条４項は、保護の実施

機 関 は 、 常 に 、 被 保 護 者 の 生 活 状 態 を 調 査 し 、 保 護 の 変 更 を

必 要 と す る と 認 め る と き は 、 速 や か に 、 職 権 を も っ て そ の 決

定 を 行 い 、 決 定 の 理 由 を 付 し た 書 面 を も っ て 、 こ れ を 被 保 護

者に通知しなければならないとしている。  

⑶  収入申告義務  

法６１条は、被保護者は、収入、支出その他生計の状況につ

い て 変 動 が あ っ た と き は 、 す み や か に 福 祉 事 務 所 長 に そ の 旨

を届け出なければならないとしている。  

⑷  収入認定、必要経費  

「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年

４ 月 １ 日 付 厚 生 省 発 社 第 １ ２ ３ 号 厚 生 事 務 次 官 通 知 。 以 下

「 次 官 通 知 」 と い う 。 ） 第 ８ ・ ２ （ 収 入 額 の 認 定 の 原 則 ） に

よ れ ば 、 収 入 の 認 定 は 、 月 額 に よ る こ と と し 、 こ の 場 合 に お

い て 、 収 入 が ほ ぼ 確 実 に 推 定 で き る と き は そ の 額 に よ り 、 そ

う で な い と き は 前 ３ 箇 月 間 程 度 に お け る 収 入 額 を 標 準 と し て

定 め た 額 に よ り 、 数 箇 月 若 し く は そ れ 以 上 の 長 期 間 に わ た っ

て 収 入 の 実 情 に つ き 観 察 す る こ と を 適 当 と す る と き は 長 期 間

の 観 察 の 結 果 に よ り 、 そ れ ぞ れ 適 正 に 認 定 す る こ と と し て い

る。  

ま た 、 次 官 通 知 第 ８ ・ ３ ・ ⑴ ・ ア ・ ( ｱ )は 、 勤 労 に 伴 う 収 入
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に つ い て 、 官 公 署 、 会 社 等 に 常 用 で 勤 務 し 、 又 は 日 雇 そ の 他

に よ り 勤 労 収 入 を 得 て い る 者 に つ い て は 、 基 本 給 、 勤 務 地 手

当 、 家 族 手 当 及 び 超 過 勤 務 手 当 等 の 収 入 総 額 を 認 定 す る こ と

と し 、 同 ・ ( ｲ )は 、 そ の 収 入 を 得 る た め の 必 要 経 費 と し て は 、

同 ・ ⑷ に 定 め る 基 礎 控 除 の ほ か 、 社 会 保 険 料 、 所 得 税 、 労 働

組合費、通勤費等の実費の額を認定することとしている。  

  ⑸  高等学校等に就学している被保護者の収入認定除外  

次 官 通 知 第 ８ ・ ３ ・ ⑶ ・ ク ・ ( ｲ )に よ れ ば 、 収 入 と し て 認 定

し な い も の と し て 、 「 高 等 学 校 で 就 学 し な が ら 保 護 を 受 け る

こ と が で き る も の と さ れ た 者 の 収 入 」 の う ち 、 「 当 該 被 保 護

者 の 就 労 や 早 期 の 保 護 脱 却 に 資 す る 経 費 に 充 て ら れ る こ と を

保 護 の 実 施 機 関 が 認 め た 場 合 に お い て 、 こ れ に 要 す る 必 要 最

小限度の額」が定められている。  

「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭

和 ３ ８ 年 ４ 月 １ 日 付 厚 生 省 社 保 第 ３ ４ 号 厚 生 省 社 会 局 保 護 課

長 通 知 。 以 下 「 課 長 通 知 」 と い う 。 ） 第 ８ の ５ ８ － ２ （ 答 ）

は 、 次 の い ず れ に も 該 当 す る 場 合 に は 、 「 就 労 や 早 期 の 保 護

脱 却 に 資 す る 経 費 」 を 収 入 と し て 認 定 し な い 取 扱 い が で き る

とし、  

「 １  高 等 学 校 卒 業 後 の 具 体 的 な 就 労 や 早 期 の 保 護 脱 却 に 関

す る 本 人 の 希 望 や 意 思 が 明 ら か で あ り 、 ま た 、 生 活 態 度

等 か ら 学 業 に 支 障 が な い な ど 、 特 に 自 立 助 長 に 効 果 的 で

あると認められること。   

２  次 の い ず れ か に 該 当 し 、 か つ 、 当 該 経 費 の 内 容 や 金 額

が、具体的かつ明確になっていること。  

 ⑴  自動車運転免許等の就労に資する技能を習得する経費

（技能習得費の給付対象となるものを除く）  

 ⑵  就労に資する資格を取得することが可能な専修学校、
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各 種 学 校 又 は 大 学 に 就 学 す る た め に 必 要 な 経 費 （ 事 前

に 必 要 な 受 験 料 （ 交 通 費 、 宿 泊 費 な ど 受 験 に 必 要 な 費

用を含む。）及び入学料等に限る。）  

⑶  就労や就学に伴って、直ちに転居の必要が見込まれる

場合の転居に要する費用  

⑷  国若しくは地方公共団体により行われる貸付資金又は

国若しくは地方公共団体の委託事業として行われる貸付

資金の償還金  

⑸  就職活動に必要な費用  

⑹  海外留学に必要な費用（かっこ書略）  

３  当該被保護者から提出のあった自立更生計画を保護の実

施機関が事前に承認しているとともに、本取扱いにより生

じた金銭について別に管理すること及び定期的な報告が可

能と認められる者であること。」を挙げている。  

⑹  次 官 通 知 及 び 課 長 通 知 は 、 い ず れ も 地 方 自 治 法 ２ ４ ５ 条 の

９第１項及び３項の規定に基づく法の処理基準である。  

２  本件処分についての検討  

こ れ を 本 件 に つ い て み る と 、 処 分 庁 は 、 令 和 ２ 年 ２ 月 １ ０ 日

に 請 求 人 か ら 提 出 さ れ た 本 件 収 入 申 告 書 類 を 基 に 、 同 年 ３ 月 の

請 求 人 の 就 労 収 入 ３ ５ ， ０ ０ ０ 円 （ 推 定 額 ） か ら 基 礎 控 除 １ ７ ，

２ ０ ０ 円 を 差 し 引 い た １ ７ ， ８ ０ ０ 円 を 収 入 認 定 し 、 同 月 の 保

護費を９０，５６０円としたことが認められる。  

収 入 の 認 定 は 月 額 に よ る こ と と し 、 収 入 が ほ ぼ 確 実 に 推 定 で

き る と き は そ の 額 に よ り 認 定 す る と さ れ て い る と こ ろ （ １ ・

⑷ ） 、 処 分 庁 は 、 請 求 人 が 就 労 を 継 続 し て い る こ と か ら 、 見 込

み 就 労 収 入 の 認 定 を 行 っ た も の で あ る 。 そ う す る と 、 本 件 処 分

は 法 令 等 の 規 定 に 則 っ て 適 正 に 行 わ れ た も の と い え 、 本 件 処 分

に違法・不当な点は認められない。  
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３  請求人の主張についての検討  

  請求人は、上記第３のとおり、請求人が本件処分当時、高校生

であったことから、その収入額は収入認定されるべきではなかっ

たとして、本件処分の違法性又は不当性を主張している。  

  しかし、高校生のアルバイト収入については、具体的な就労や

早期の保護脱却に関する本人の希望や意思が明らかであり、特に

自立助長に効果的であると認められる場合に、これに要する必要

最小限度の額につき、収入としてみなさない取扱いができるとさ

れているところ（１・⑸）、処分庁は、請求人から、具体的な費

用に関する相談や自立更生計画書の提出がなかったことから、次

官 通 知 第 ８ ・ ３ ・ ⑶ ・ ク ・ ( ｲ )を 適 用 せ ず 、 請 求 人 の 令 和 ２ 年 ３

月分収入を推定額で収入認定したものであり、本件処分に不合理

な点は認められない。  

  また、処分庁は、請求人の保護開始にあたり、高校生のアルバ

イト収入の取扱いに係る説明を含んだしおりを請求人に交付して

おり、収入認定除外が認められるためには、ケースワーカーへの

事前相談と福祉事務所からの承認が必要であることは、請求人も

了知し得るものであったといえる。  

よ っ て 、 請 求 人 の 主 張 を も っ て 、 本 件 処 分 の 取 消 理 由 と す る

ことはできない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  
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（答申を行った委員の氏名）  

後藤眞理子、山口卓男、山本未来  

 


